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Abstract

 High possibility of occurrence of earthquake with M9 or lager in the Nankai subduction 
zone was pointed out by Cabinet Office of Japanese government. Local governments along 
the area revised estimation of tsunami damages and attempt to reconstruct action plans for the 
disaster prevention. However, according to Cabinet office of Japanese government, the coastal 
area near the rupture zone receives huge tsunami within a few minutes after the earthquake 
happens. To take actions against the severe situation, we need a high-speed, and high-accurate 
tsunami prediction system. Baba et al. (2014) investigated the possibility for use of a concept 
of tsunami amplification in the early tsunami prediction. They computed tsunami waveforms 
at the twenty pressure gauges of dense ocean floor network system for earthquakes and 
tsunamis (DONET) and at prediction points near shore. They found clear correlations between 
them because tsunami height basically depends on the topography (bathymetry) during its 
propagation. In this study, an early tsunami prediction system using the concept of tsunami 
amplification was societally implemented in 6 regional areas in Wakayama Prefecture. We 
constructed a tsunami database that contains pre-computed tsunamis offshore and nearshore 
from 1506 earthquake scenarios may occur in the Nankai subduction zones. The new system 
detects first arrivals of earthquake and tsunami from DONET data in real time, and calculate 
average value of absolute observed pressure values among twenty DONET stations. The value 
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is used to select an appropriate scenario from the tsunami database. Prediction accuracy of the 
system was also investigated by using cases of the 1944 Tonankai earthquake and the scenario 
earthquake provided by the Cabinet office. As a result, we found that predicted inundation area 
to be overestimated as the safety of the prediction.

キーワード： 津波予測，地域防災，社会実装，和歌山県
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1 ．はじめに
　和歌山県は，約90年から150年周期で繰り返し
発生している南海トラフの地震により，過去に大
きな被害を受けてきた。南海トラフ地震の発生確
率は今後30年以内で70％となっており（地震調査
研究推進本部，2017年 1 月現在），次の地震に向
けた対策が急務となっている。
　過去の南海トラフ巨大地震は和歌山県最南端の
潮岬近傍を震源として発生している。津波浸水想
定（和歌山県，2013）によると，紀伊半島南部地
域では 3分で1mの津波が沿岸部に到達すると予
想されており，人的被害軽減のためには正確な津
波来襲情報を発信するとともに，迅速な避難誘導
を促す必要がある。
　こうした状況を鑑み，正確な津波来襲情報の
取得を行うための手法として，沖合観測データ
を利用した津波即時予測手法がある（Baba et al., 

2014）。和歌山県を擁する紀伊半島の沖合には，
地震・津波観測監視システム DONET（Kaneda et 

al., 2015; Kawaguchi et al., 2015）が海洋研究開発
機構（以下，JAMSTEC）により構築され，防災科
学技術研究所（以下，NIED）により運用されてい
る。JAMSTECでは，DONETによるリアルタイ
ム津波観測を利用する即時津波予測システムを開
発し，和歌山県の主要沿岸地域において運用され
ている。
　本稿では，和歌山県へ導入した津波予測システ
ム（以下，「和歌山県システム」と称す。）の概要と
その手法について報告し，現状の課題や他地域へ
の社会実装への展望について検討することを目的
とする。

2 ．DONET 観測データを利用した津波
予測手法

　2. 1 DONET の概要
　DONET（図 1）は，南海トラフの地震・津波
の常時観測監視を目的とした海底ケーブル式の地
震・津波観測監視システムであり，紀伊半島沖の
DONET1（2011年度から運用開始）と紀伊水道沖
の DONET2（2016年度から運用開始）の51観測点
網から構成される。
　DONET1の観測網は，三重県尾鷲市古江町の
陸上局から紀伊半島の沖合約125 km先まで，総
延長約250 kmに渡る基幹ケーブルをループ状に
敷設し，その途中 5箇所にノードを設けて，それ
ぞれに 4 つの計20個の観測点が接続されている。
各観測点には地動センサーシステム（強震計，広
帯域地震計），圧力センサーシステム（水晶水圧計，
微差圧計，ハイドロフォン，精密温度計）で構成
された観測装置ユニットが設置され，地殻変動の
ような周期の長いものから地震動のような周期が
短いものまであらゆるタイプの海底の動きをリア
ルタイムに捉えることが可能である。
　観測装置は海底ケーブルを介して陸上と接続さ
れ，観測装置からは海底の地震動，水圧変動等の
データがケーブル内の光ファイバーを通じてリア
ルタイムで陸上局へ送られている。観測装置から
のリアルタイムデータは，陸上局から専用回線を
通じて研究機関（JAMSTEC，NIED・他）や自治
体（和歌山県・他）に配信されている。

　2. 2 リアルタイム津波予測手法の概要
　第 1章で述べたとおり，南海トラフ地震が発生
した場合，和歌山県南部の沿岸地域では数分で津
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波が到達すると予想されているため，津波予測に
おいても迅速性と安定性が要求される。これら要
求条件と計算機システムの現状性能や経済性を考
慮して，計算負荷が小型 PCでも運用可能なデー
タベース型の津波予測手法を構築した。
　津波の運動は50 m以深では線形長波理論で記
述することができ，沖合から沿岸に向かう進行
波の波高は水深によって規定される性質がある
（Greenの法則）。Baba et al.（2014）はこの性質を
利用し，津波数値解析により DONET沖合観測
点の水圧値の絶対値平均と紀伊半島沿岸の任意地
点の最大津波高の関係を南海トラフ沿いに3417
ケースの波源シナリオを用いて評価した。この検
討から，沖合の水圧値の絶対値平均の第 1波ピー
ク値と沿岸の最大津波高に相関があることを示し
た。この関係を用いることで，津波データベース

と DONET観測情報を元に，迅速な津波予測が
実用上可能となる。
　その処理フローを図 2に示す。具体的な予測手
法については以下となる。
（1）各波源シナリオによる津波数値解析には

JAGURS（Baba et al., 2016）を利用し，DONET

観測点と任意に定義した予測対象地域の沿岸出
力点（対象地域沿岸の水深 5～10 m）の津波高
時系列，および予測対象域における陸上の最大
浸水深分布図を出力する。

（2）津波数値解析結果から，各波源シナリオに対
応する DONET観測点における水圧値時刻歴
の絶対値平均を求める。

（3）DONET観測点の絶対値平均の第 1 波ピーク
値と予測対象地域に対応した沿岸出力地点の最
大津波高（以下，沿岸津波高と称する）を求める。

図 1  DONETシステム。赤と紫はそれぞれ第 I期（平成18年度～21年度）と第 II期（平
成22年度～27年度）で整備されたところを示す。
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（4）DONET観測点で津波を検知した際に，観測
データの絶対値平均を求め，データベース内の
各波源シナリオで構築した絶対値平均の第 1波
ピーク値から波源シナリオを抽出・選択し，各
沿岸出力点の沿岸津波高と予測対象地域陸上の
最大津波浸水深分布および浸水域を可視化す
る。
　なお，本研究における第 1波ピーク値は，波形
中の小さなピーク値を検出しないよう，まず波形
全体から水圧値の絶対値平均値のピーク値を算出
し，そのピーク値の60％以上の値を満たし，かつ
それまでの値から10％以上の低下が検出された場
合に第 1波ピーク値とする。
　（1）～（3）については事前に実施し，データベー
スとしてシステムに格納する。
　上記の処理を実際の観測値に基づきリアルタイ
ムで行うことにより，現況に応じた予測が可能に
なる。

3 ．和歌山県システム
　3. 1 システム概要
　和歌山県システムでは， 2章の津波予測手法を
用いた。沖合観測点としては DONET1（図 1）の
20観測点を用いる。これら全ての観測点で得られ
る水圧値の絶対値平均値について，観測値と計算
値を比較し波源シナリオデータベースを照合す
る。さらに，DONET1観測網の重心からの震源
方向を特定することにより，波源シナリオデータ
ベースから観測値と対応度の高い適切なシナリオ
を抽出し，予測情報として予測対象領域の沿岸に
おける津波到達時刻と沿岸津波高，予測地域陸上
の最大浸水深分布とその浸水域を可視化する。

　3. 2 システム用データベース
　ここでは，和歌山システムが津波予測を行う際
に必要となるデータベースについて記述する。
　和歌山システムではMwを 4 段階（7.6，7.9，
8.2，8.5），震源の深さを 2段階（ 5 km，20 km），
傾斜角を 3段階（ 5 °，15°，25° もしくは15°，25°，
35°）に設定した1506の波源シナリオ（図 3）によ
りデータベースを構築した。本手法の波源シナリ
オによる本県沿岸部の予測地点における水圧値と
沿岸津波高の相関図の一例を図 4に示す。水圧値
と沿岸津波高の相関関係は基本的には正比例の関
係であるが，地点によってその相関関係は異なる
ことがわかる。これは DONET1観測網と予測地
点の位置が関係しており，例えば田辺や串本は波
源シナリオによっては，DONET1観測網上を伝
播せずに直接評価地点に到達する場合があるため
に，大きくバラつく。一方で，勝浦の場合は，ほ
とんどの波源シナリオで DONET1観測網上を伝
播後に対象地点に到達するため，両者の相関は良
くなったものと考えられる。
　津波数値解析に用いた地形データは，中央防災
会議（内閣府）提供のデータを基に和歌山県が作
成したデータを利用し，地形のグリッドサイズは
最大2430 mメッシュから最小10 mメッシュとし，
対象地域周辺の沿岸・陸域は10 mメッシュとし
た。地殻変動は Okada（1992）の手法により計算
を行った。防潮堤などの構造物は地形データとし

図 2　処理フロー図
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て与え，構造物の破壊は考慮しなかった。計算時
間間隔は C.F.L条件（計算安定条件）を満たすよ
うに0.05秒とし，計算時間は 6時間とした。潮位
条件は T.P.＋0.00 mを設定した。
　各波源シナリオに基づいて津波数値解析を
実施し，それぞれの波源シナリオに対応する
DONET1の20観測点の水圧値の絶対値平均の第

1波ピーク値と，沿岸の津波予測地点の第 1波到
達時刻と沿岸津波高（図 5）及び浸水マップ（図 6）
をデータベースに格納する。

　3. 3 津波検知
　システムの津波検知については，リアルタイ
ムで伝送される水圧計の観測データに対し，予

図 3  津波予測システム用のデータベースとして設定した1506通りの断層モデル。M7.6（左上），M7.9（左下），
M8.2（右上），M8.5（右下）

図 4  DONET1（20観測点）の静水圧の絶対値平均波形の第一波ピーク値と沿岸予測地点の最大津波高との
相関図。左図：みなべ・田辺地域，中図：串本地域，右図：太地・勝浦地域に対応する。
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め計算した理論潮汐データ（Matsumoto et al., 

2000）により潮汐成分を除去し，300秒の移動平
均と50秒の移動平均をそれぞれ 2回ずつ行い，そ
の比が閾値を越えると津波検知となる（図 7）。
DONET1の全20観測点のうち， 2 観測点以上で
津波を検知すると津波予測を開始する。津波検知
方法の詳細については Takahashi et al.（2015）を
参照されたい。

　3. 4 波源シナリオの抽出
　津波を検知した後，DONET1観測点における
観測値を元に，沿岸の津波予測地点ごとに波源シ
ナリオを選択する。リアルタイムで DONET1水

圧計観測値の絶対値の平均値を求め（図 8の縦青
線），データベースに格納されている各波源シナ
リオによる DONET1観測点20地点の水圧値の絶
対値平均の第 1波ピーク値と比較し，任意の閾値
内における水圧絶対値平均に対応する波源シナリ
オの沿岸津波高を選択する（図 8の網掛け部分）。
この閾値は，システムの設定により変更できる。
　震源の位置がおおよそ判断できる場合には，
DONET1を基準とした震源位置の相対方向で絞
り込んだ波源シナリオを比較・選択対象とする。
例えば，DONET1より東で地震が発生した場合
は，DONET1より東側と DONET1を含むエリア
の波源シナリオを対象とする。震源の方向は，指

図 5  波源シナリオ「Nankai-0896 」による DONET観測点の水圧値と DONET観測点の絶対値平均値（上図）
と田辺地区 P006:suehiroの時系列津波高（下図）。上図の青線は DONET観測点の水圧値，オレンジ
線は DONET観測点の絶対値平均値を示す。
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図 6　波源シナリオ「Nankai-0896 」による田辺地区の浸水マップ

図 7　津波の検知の状態遷移
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定した 2観測点の地震観測情報からどちらに先に
地震波が到達したかをもって判定する。震源の方
向が定まっていない場合，または事前に地震を観
測せずに津波を観測した場合は，すべての波源シ
ナリオを比較・選択対象とする。

　3. 5 波源シナリオの表示
　抽出された波源シナリオから，表示するシナリ
オを選択する。表示候補のうち，沿岸津波高が高
い順に任意に複数選択し，津波高予想として表示
する。さらに，津波予測地域に最も早く到達する
波源シナリオを表示する波源シナリオに含めて表
示する。ただし，確定した震源方向と津波予想ポ
イントとの間に DONET1観測網がない場合，津
波到達時刻より早く津波が到達するため，画面上
に「予想より早く津波が到達する可能性がありま
す。」と表示する。
　システムより津波予測として選択された波源シ
ナリオの地点毎の第 1波到達時刻と沿岸津波高が
予測値として表示される。さらに，任意地点の浸
水マップ（浸水深と浸水域），津波計算波形を表
示することができる（図 9）。

4 ．システムの検証
　4. 1 津波予測の検証方法
　ここでは，第 3章で述べた津波予測手法の精度
検証を行う。和歌山県が津波予報業務許可（気象
庁許可第194号及び変更認可第194-2号）を取得し
ている 6 地域（図10）を対象に， 2 つの津波モデ
ルを用いた。ひとつは，1944年東南海地震津波で
あり，波源モデルは Baba et al.（2005）を用いた。
もうひとつは内閣府（2012）の最大クラスモデル
（モデル10，内閣府）とした。
　各モデルに対して，津波数値解析により，
DONET1観測点での海底水圧変動の時系列と各
予測地点における沿岸津波高と陸上浸水域を計算
した。一方で，モデルによる DONET1観測点で
の海底水圧変動データから本システムを用いて各
予測地域での沿岸津波高と津波浸水域を予測し，
さらに，モデルによる解析値と予測値の比較を
行った。

　4. 2 1944年東南海地震による検証
　DONET1観測網直下で発生する地震について，
検証を行った。DONET1が観測運用を開始して
から，この観測網直下を震源として和歌山県沿岸

図 8　波源シナリオの選択
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に津波被害をもたらした地震は未だ発生していな
い。そのため，1944年東南海地震津波の数値計算
結果を利用した。震源モデルとして利用したのは，
Baba et al.（2005）が津波波形インバージョンから
求めた1944年東南海地震の波源モデルである（図
11）。この波源モデルに基づいて，津波数値解析
により擬似観測データを作成し，それを真の値と
して本システム予測値と比較を行った。この波源
モデルから，津波データベースの構築で使用した
同じ計算手法を用いて計算した DONET1各観測
点での海底静水圧変動を図12に示す。図中のオレ
ンジ線は，静水圧変動データ（青線）から，絶対
値平均の波形を作成したものであり，その第 1波
のピーク値は25.4 hPaで，地震発生後 9分35秒後
に検出されることになる。
　本システムが提供する沿岸津波高の予測値と数
値解析による時系列の比較例を図13に示す。地震
発生から 5分以内で沿岸津波高を予測できている
ことがわかる。最終的には， 8分時点で予測値は
2倍程度の過大評価となった。
　図14に計算値とシステム予測の沿岸津波高の比
較を示す。いずれの地点でも本システムによる予

測値の方が絶対誤差は大きくなり，最小で0.3 m
（勝浦・太地地域），最大で1.69 m（田並地域）となっ
た。
　浸水状況について，1944年東南海地震モデルに
よる数値解析結果と本システムによる予測結果の
最大浸水深，浸水面積について比較を行った（図
15）。図から，最大浸水深は 1～1.9倍，浸水面積
は 2倍程度の安全側での予測結果となった。
　以上から，沿岸津波高と浸水域はいずれにせよ
安全側の予測結果となることがわかった。これは，
本システムが DONET1の水圧計及び地震計の観
測値を元に抽出した波源シナリオの中から，沿岸
部の予測地点に対し津波高が最も高くなる波源シ
ナリオを選択するからである。本システムは災害
対応の一助となる予測情報の提供を目的としてい
るため，過小評価回避を最優先し， 2倍程度の過
大評価は安全側評価として許容することにした。

　4. 3 内閣府モデル（2012）による検証
　最大クラスの地震に対して，本システムがどの
ように動作するかを検証するため，ここでは，内
閣府（2012）の波源断層モデルを用いた。擬似観

図 9　和歌山県システム画面イメージ
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測データを内閣府（2012）の波源シナリオモデル
（ケース10）を用いて生成し，それを真の値として，
本システム予測値と比較する。ここで用いた波源
断層モデルを図16に示す。この波源シナリオに基
づいた津波数値解析による DONET1観測網での
海底静水圧変動値を図17に示す。図中のオレンジ
線は静水圧変動データ（青線）から，絶対値平均
の波形を作成したものであり，その第 1波ピーク
値は313.0 hPaで，地震発生18分25秒後に検出さ
れることになる。
　本システムが提供する沿岸津波高の予測値と数
値解析による時系列の比較例を図18に示す。多少
過大評価している傾向にあるが，地震発生から10

分以内で沿岸津波高を予測できていることがわか
る。
　図19に計算値とシステム予測による沿岸津波高
の比較を示す。絶対誤差としては，最小で－0.31 
m（田並地域），最大で7.24 m（みなべ・田辺地域）
となり，田並地域では予測値が計算値を下回る結
果となったが 3％未満の誤差であった。それ以外
の地点については，前項の1944年東南海地震と同
様，最大で 2倍程度の過大評価となる地点もある
が安全側の評価となった。
　浸水マップについて，内閣府（2012）の津波断
層モデル（ケース10）によるものと，本システム
によって予測される最大浸水深，浸水面積を図20

図10 和歌山県の津波予報業務の対象となる 6地域（みなべ・田辺，すさみ，田並，串本，田原，勝浦・太地。
黄塗部分）
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図11　Baba et.al（2005）の1944年東南海地震モデルによる地殻変動

図12 Baba et.al（2005）の1944年東南海地震モデルにより計算した DONET1観測点での静水圧変
動とその絶対値平均の波形。
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図13 Baba et.al（2005）の1944年東南海地震モデルによる最大津波高の予測値と数値解析結果の時系列比較。
上図はみなべ・田辺地域（10L），中図は串本地域（10R），下図は太地・勝浦地域（10V）を示す。
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にて比較した。最大浸水深は田原地域の一部の地
点で予測値が計算値を下回る結果となったが 5％
程度の相対誤差となった。浸水面積は予測値の方
が1.5倍程度となり，安全側となる予測結果となっ
た。

5 ．おわりに
　熊野灘沖に設置された DONET1のデータを用
いて，和歌山県沿岸における即時津波予測システ
ムを構築した。このシステムは，DONET1から
リアルタイムで伝送される水圧計データを解析
し，津波を検知した際には，事前に作成している
1506通りの波源シナリオによるデータベースから
観測データに応じて断層モデルを選択し，その断
層モデルがもたらす津波による沿岸津波高や浸水
マップ等を沿岸予測地点ごとに表示する機能を有
している。
　本システムによる沿岸津波高の予測検証を1944
年昭和東南海地震モデルと内閣府モデル（ケース
10）にて行った。一部の地点では過小評価があっ
たが，概ね過大評価，すなわち安全側となる予測
結果となった。
　近い将来，高い確率で発生すると考えられてい
る南海トラフ巨大地震に備え，和歌山県ではこの
津波予測システムを導入し，県内沿岸部の市町
に対し津波予測情報を提供するため津波予報業
務許可（平成27年 3 月26日付　気推第149号（許
可第194号））を取得し，2015年 4 月より県内 1地
域 7 地点を対象に予報業務を開始した。さらに，
予報業務変更認可（平成27年12月22日付　気推第

図15 Baba et.al（2005）の1944年東南海地震モデルにより計算した浸水マップ（左）と本システムが予測し
た浸水マップ（中），浸水の比較図（右）。比較図の赤塗り部分は浸水深予測の結果が過大な評価となっ
た地点を示している。（上：みなべ・田辺地域，下：田原地域）

図14 計算値とシステム予測の最大津波高さの
比較（Baba et.al（2005）の1944年東南海
地震モデル）
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図16　内閣府（2012）が公表した津波断層モデル（ケース10）

図17 内閣府（2012）が公表した津波断層モデルにより計算した DONET1観測点での静水圧変動とそ
の絶対値平均の波形。
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図18 内閣府（2012）の津波断層モデル（ケース10）による最大津波高の予測値と数値解析結果の時系列比較。
みなべ・田辺地域（上），串本地域（中），太地・勝浦地域（下）
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94号（許可第194-2号））を取得し，2016年 2 月に
は予報対象地域を県内 6 地域38地点に拡大した。
DONET1の観測情報を活用する和歌山システム
では，波源と沿岸予測地点との間に観測点が存在
しない場合，適切な第 1波到達時刻の予測ができ
ないため，地域を限定した運用形態となっている。

県内沿岸部全地域に拡大するためには，紀伊半島
西岸沖に位置する DONET2の観測情報が必要不
可欠であったが，2016年度に DONET2は構築が
完了し，現在は運用が開始されている。和歌山県
では DONET1および 2 の観測データを利用した
新たな津波予測システムを構築し，予報業務変更
認可を再取得し（平成29年 8 月16日付　気推第58
号（許可第194-3号）），2017年 9 月11日より運用
を開始している。この新システムのアルゴリズム
については，改めて報告したい。
　予測情報の可視化方法についても，検討の余地
は残されている。本システムは予測した波源シナ
リオのうち，沿岸津波高が最も高いシナリオに対
応した浸水深分布と浸水域を可視化する。3.4で
述べたとおり，和歌山システムでは DONET網
で観測される水圧絶対値平均に対して，複数の津
波シナリオが選択されることになる。この複数シ
ナリオによる結果を利用して，任意の浸水深に対
する浸水確率マップ（図21）として表示すること
や，今井ら（2014）による津波被害予測マップを
利用することで，災害対応を行う沿岸市町にとっ
て，さらに有意義な情報提供が期待できる。図19 計算値とシステム予測の最大津波高さの

比較（内閣府（2012）の津波断層モデル
（ケース10））

図20 内閣府（2012）の津波断層モデル（ケース10）により計算した浸水マップ（左）と本システムが予測し
た浸水マップ（中），浸水の比較図（右）。比較図の赤塗り部分は浸水深予測の結果が過大な評価となっ
た地点を示す。（上：みなべ・田辺地域，下：田原地域）
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要　　旨

　南海トラフの沈み込み帯において，M9クラス巨大地震とそれにともなう巨大津波の発生の可
能性が内閣府により指摘されて久しい。この津波被害想定によると，地震域近傍の沿岸地域で
は地震発生から数分後に巨大な津波が到達してしまうため，津波防災に向けた行動計画の再構
築や人的被害軽減のための迅速な対応策の検討が極めて重要になる。その対応策のひとつとし
て，高速かつ高精度な即時津波予測が有効と考えられる。本研究では，地震と津波観測に向け
た稠密海底観測網（DONET）による沖合観測網を利用した即時津波予測システムを構築し，和
歌山県沿岸 6地域において実装を行い，その有効性の検討を行った。本システムにより，地震
と津波の初動到達時間を即時評価できること，沿岸津波高や浸水域の即時予測が可能であるこ
とを示した。さらに，1944年昭和東南海地震の事例と内閣府のM9クラス巨大地震の波源シナ
リオを用いて本システムの予測精度を検証した。本システムで即時予測される沿岸津波高や浸
水域面積はやや過大評価傾向にあるものの，おおむね安全側の予測結果となり，津波防災上有
効なシステムであることを示した。


